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「ネクストウィル・タックスレビュー」では、毎月 1 回、法人税、所得税、相続税等の税務情報を配信させていただきます。特に

税制改正等の注目度の高い税務については、なるべく早く取り上げていきたいと思います。ご自分が税務でお悩みの方は

もとより、日頃から税務でお悩みの方と接する機会の多い、弁護士、司法書士、不動産鑑定士、社会保険労務士等の士業

の先生方、不動産関連業界及び金融機関の方々などのクライアントサービスに役立つ情報の配信を心がけております。ぜ

ひご活用ください。

－ 子が土地を相続した場合の二次相続対策 －

今回は、一次相続において子が土地を相続した場合の二次相続対策の手法を一つご紹介したいと思います。前提条件

がいくつかありますので、それらをクリアする必要がありますが、活用できれば相続税の大幅な節税につながりますので、ぜ

ひ知っておいていただきたいと思います。

1．節税手法の概要

相続等により子が土地を保有している場合があります。この土地は、更地の場合もあれば、マンション・アパートの敷地とし

て利用している場合もあると思います。子が保有しているこの土地の上に、親が建物（マンション・アパート等）を建築したり、

子が保有している建物部分だけを親が取得することにより、親が子に地代を払うことができます。この地代の支払いを利用し

て贈与税を課税されることなく親から子への財産移転を図り、親の相続財産を減少させることができます。

但し、①相当の地代を支払い、概ね 3 年以内に地代を改訂する方式を採用していること、②親と子が生計を一にしている

こと、が必要となります。この 2 つの要件については、以下で解説していきます。
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2．相当の地代の支払と地代改訂方式の採用

子から親に土地の貸付を行う場合、通常は無償で行う場合が多いと考えられます。これをあえて「相当の地代」を収受する

ことにより、親から子への財産移転を図ります。親から子への地代の支払が贈与ではないかと心配される方がいらっしゃるか

もしれませんが、土地の貸借が発生している以上、そこに地代のやり取りが発生する方が合理的であり、これを妨げる法律は

ありません。

なお、地代の支払を行うと権利金の認定課税の問題が発生します。つまり、土地の賃貸借を行うにあたり、借地権が親に

発生するので、この借地権相当の権利金を親から子に支払うべきだ、支払わない場合は権利金相当額を子から親に贈与し

たとみなされる、という問題です。この問題をクリアするのが「相当の地代」と呼ばれる地代の存在です。ここで、「相当の地

代」とは、土地の自用地価額の概ね 6％程度（年間）の地代のことを言い、これを支払えば親に借地権が発生しないことにな

ります（なぜ、「相当の地代」を支払えば借地権が発生しないのか、については少し複雑なため省略します）。なお、借地権を

ゼロにするにはもう一つ要件があり、それが地代を概ね 3 年以内に改訂する方式を採用することです。従って、土地の賃貸

借契約書を作成し、地代の改訂について記載しておくことが必要になります。この地代が改訂されるルールが決まっていな

い場合は、借地権がゼロにならない可能性がありますので、留意が必要です。

3．親と子が生計を一にしていること

親から子に相当の地代を支払い、親の財産を減らして子に移転させると、この時、子に所得税が発生してしまうという問題

があります。地代の収受は通常不動産所得ですから、そこから固定資産税等の経費を控除したものに所得税が課税されま

す。そうすると、相続税は節税できたけれども、所得税が課税され、節税対策になったのかどうかよくわからなくなってしまい

ます。

この所得税を課税されないためには、親と子の生計が一になっている必要があります。所得税法第 56 条の規定により、同

一生計の親族間での地代の受渡しについては、所得税の計算上、受けた方は収入に計上せず、払った方も経費に計上し

ない、という取扱いになります。

従って、「相当の地代」の収受による所得税の課税を防ぐためには、親と子の生計が一になっている必要があります。

  

4．節税の効果と留意点

それでは、どの程度の節税が可能なのか簡単に計算してみましょう。

子の所有している土地の自用地価額：1 億 2,000 万円

相当の地代：1 億 2,000 万円×6％＝720 万円

10 年間で移転できる財産額：720 万円×10 年間＝7,200 万円

相続税の税率が 20％と仮定すると、7,200 万円×20％＝1,440 万円の節税が可能

上記のとおり、大幅な節税につながることが分かると思います。但し、土地の自用地価額の評価（過去 3 年間の平均値）を適
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正に行うこと、土地の賃貸借契約書を作成すること、地代の受渡しを行うこと等の留意点がありますので、専門家の指導のも

と実行することをお勧めいたします。

上記の節税対策にご関心のある方、また、上記の内容に限らず会計・税務等に関する疑問点、不明点等がある方はお気

軽にお問い合わせ下さい。
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